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本研究ではソーシャルメディアにおける炎上に着目し、(1) これまでの研究

潮流、(2) 日本における炎上の動向、(3) 炎上特性が消費者行動へ与える文脈

依存効果、(4) 消費者の倫理的意思決定に基づく炎上への反応、(5) ユーモア

を動機とした炎上への参加、という点について、理論的議論、定量的仮説検証

と、探索的な定性的研究を行う。近年実務的な重要性が増してきている炎上の

問題に対して、先行研究では捉えきれていなかった点も含めて網羅的に議論を

行い、知見を提供することを目的とする。特に、本研究では仮説検証型の定量

的研究と、定性的かつ探索的な解釈分析との両アプローチを採用することで、

既存の研究から予測される仮説の検証に加え、未開拓な新たな研究可能性を提

示する。

ソーシャルメディアの台頭は、企業のマーケティングコミュニケーションに

とって大きな機会を提供するとともに、損失の原因にもなりうることが指摘さ

れている (Gensler,	Völckner,	 Liu-Thompkins,	 &	Wiertz,	2013)。消費者の

情報発信者としての影響力向上の結果、炎上として企業活動を糾弾する内容が

発出、拡散され、企業への批判が集中するケースが観察されている (Herhausen,	

Ludwig,	Grewal,	Wulf,	&	Schoegel,	2019)。

ソーシャルメディアでは、企業だけでなく消費者も情報の発信者として影響

を持つ (Lee	 &	 Ma,	 2012) ことによって生じる企業の評判や成果を阻害するリ

スクが存在する。ソーシャルメディアにおける炎上（以下、炎上）とは、「ソー

シャルメディアネットワーク上の個人、企業、またはグループに対する否定的

な口コミや苦情を含む負のメッセージが突然、大量に排出されること」と定義

され、主に、企業成果への負の影響が研究されてきた (Herhausen	 et	 al.,	

2019;	Pfeffer,	Zorbach,	&	Carley,	2013)。特に、炎上では製品やサービス

に関する失敗だけではなく、企業活動に伴う倫理的問題やマーケティングコ

ミュニケーション上の問題について糾弾されることも多い (Johnen,	

Jungblut,	&	Ziegele,	2018;	Lis	&	Fischer,	2020)	。

しかしながら定性的な事例研究においては、企業が炎上に直面することが必

ずしも悪いことではないという主張も存在する。炎上に関する倫理的問題の程

度によっては、炎上によって消費者の engagement を高め、企業成果の向上に

つながることが示されている (Rauschnabel,	 Kammerlander,	 &	 Ivens,	 2016;	

Scholz	&	Smith,	2019)。実務的な例としては、2018 年 1 月に自社通販サイト

上の画像が人種差別であるとして炎上した H&M は、当該年度の売上が前年に比
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べ 11% 上昇している (H&MGroup,	 2019)。炎上は企業に対して負の影響をもた

らす事象であるということを前提としながらも、必ずしもそうとはならない可

能性が実務的・学術的議論から予測できる。

このような実務的、学術的背景に対して、炎上に関する主な既存研究では、

以下のような潮流で研究が進められてきた。まず、初期の研究においては具体

的な個別ないしは複数の炎上ケースに着目し、炎上ケースについて整理する探

索的研究が行われた (Pfeffer	 et	 al.,	 2013;	 Rauschnabel	 et	 al.,	 2016)。

次に、炎上企業に対する批判的投稿を共有（リツイート）したり、自ら投稿し

たりといった、コミュニケーションの先行要因を捉えた研究が行われた

(Delgado-Ballester,	 López-López,	 &	 Bernal-Palazón,	 2021;	 Einwiller,	

Viererbl,	 &	 Himmelreich,	 2017;	 Gruber,	 Mayer,	 &	 Einwiller,	 2020;	

Herhausen	et	al.,	2019;	Johnen	et	al.,	2018;	Kim,	Sung,	Ji,	Xing,	&	

Qu,	2021;	Rost,	Stahel,	&	Frey,	2016)。その後、消費者の購買や企業成果

に影響する炎上に関する要因を捉えた研究が行われるようになった (Hansen,	

K u p f e r , 	 & 	 H e n n i g - T h u r a u , 	 2 0 1 8 ; 	 L i m , 	 2 0 1 7 ; 	 S u w a n d e e ,	

Surachartkumtonkun,	 &	 Lertwannawit,	 2020)。また、一部の研究では、企業

による炎上への対応の効果を捉えた分析も行われている (Herhausen	 et	 al.,	

2019;	Scholz	&	Smith,	2019)。特に Herhausen	et	al.	(2019) では、ブラン

ドコミュニティ内における炎上への対応についての非常に詳細かつ精緻な実証

研究に基づく知見を提示している。

先行研究の整理から、本研究では主に炎上に関わる消費者行動について以下

の 3点について課題を見出し、それぞれに対応する研究を行う。第 1に、既存

研究では、炎上の先行要因として取り上げられている変数の影響力について、

一貫した結論を得られていない。既存の知見を整理すると、どうやら購買とコ

ミュニケーション（投稿・共有）という消費者が直面する行動文脈の違いによっ

て炎上特性持つ効果が変化しそうだということは伺える (Hansen	 et	 al.,	

2018;	Johnen	et	al.,	2018;	Kim	et	al.,	2021)。しかしながらソーシャルメ

ディア上のコミュニケーションと購買の両方に着目した実証的な分析が不足し

ている。

第 2に、先行研究にて消費者による倫理的問題認識の重要性が指摘されてい

るものの (Einwiller	et	al.,	2017;	Johnen	et	al.,	2018;	Rauschnabel	et	

al.,	2016;	Scholz	&	Smith,	2019)、消費者の倫理的意思決定の観点から、購
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買意図への影響を議論、実証している研究が不足している。倫理的意思決定モ

デルでは、個人の倫理的問題認識や倫理的性質がその後の行動意図に影響を与

えることが議論されている (Jones,	 1991)。しかしながら、このような有力な

フレームを用いた炎上に関する議論・検証は行われていない。

第 3に、炎上における消費者間のコミュニケーションに関する経時的な変化

について限定的な視点が向けられていた。このような経時的な変化に着目した

研究の代表例には Rauschnabel	et	al.	(2016) や Scholz	and	Smith	(2019) が

ある。これらの研究においては批判の対象になっている企業を糾弾する投稿

（者）や擁護する投稿（者）に主に焦点を絞っていた。しかしながら、現実的

には meme（ミーム）のようなジョークやユーモアを通じて炎上に関与する個

人の動きも顕在化しており、炎上に関する情報の拡散には、必ずしも糾弾と擁

護のみが関与しているとは言い難い。しかしながら、先行研究ではこのような

ユーモアを通じた炎上への関与やそのような投稿が他者に与える影響について

の議論が不足している。

これら 3つの問題に対して、本研究では文献レビュー、日本における炎上事

例の整理、2つの定量的研究に加え、探索的な解釈分析を伴う定性研究を行う。

なお、本研究は主に Twitter に着目し、炎上に関する調査や分析を行う。現在

では Twitter、Facebook、Instagram などに代表されるように、国際的に利用

者を集めているソーシャルメディアプラットフォームも複数存在する。そして

多くの人が複数のプラットフォームに個人アカウントを保有しているものの、

プラットフォームごとに異なる目的で使い分けている傾向が確認されている

(Buccafurri,	Lax,	Nicolazzo,	&	Nocera,	2015)。特に Twitter は、情報収集

（政治ニュースやニュース速報へのアクセス）や社会性（他者とのコミュニケー

ション）を目的に利用されることが知られている (Pelletier,	 Krallman,	

Adams,	 &	 Hancock,	 2020)。したがって本研究が着目している炎上のように、

特定の情報にアクセスし、それを他者と共有していくコミュニケーションプロ

セスを伴う問題を扱う上では Twitter が適したプラットフォームであると考え

る。そのため、本研究では Twitter 環境における炎上に着目し、調査や分析を

行う。

第 2章では炎上に関する文献レビューによって、先行研究では未開拓の研究

課題を示すことを目的とする。2 章では、炎上に関する先行研究にて多様なア

プローチによって確認された炎上における企業対応についての知見を整理し、
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枠組みを提示した。第 2章で行った文献レビューによって、企業やブランドは

炎上に直面した場合、批判を受け入れる「共感的反応」とそれに立ち向かう「説

明的反応」を巧みに使い分ける複合的対応が重要であることが明らかになった

(Herhausen	et	al.,	2019)。

第 3章では、ツイート実データを用いて日本における炎上ケースについての

整理を行った。これまでに様々な媒体で話題になった過去 15 年に渡る企業の

炎上事例とツイートデータを網羅的に整理し、各ケースのツイート数のトレン

ドを確認することで日本の炎上に関する特徴を整理した。例えば、人々が不快

に感じた事象が企業の謝罪、あるいは商品の撤去や撤回、動画の取り下げなど

により取り除かれた場合、当該事象に関連するツイート数は急激に減少してい

くことが伺えた。これは、共感的対応 (Herhausen	 et	 al.,	 2019) による効果

と同様の傾向が日本の実データからも観察されたと解釈できる。また、炎上案

件の発生と最初の批判的投稿から数日間は批判が増加しない時間があることが

確認された。

第 4 章では、炎上特性として、(1) 問題のタイプ、(2) 倫理的問題、(3) 投

稿の人気といった要素が企業への態度や行動意図に与える影響に着目し定量的

研究を実施した。この研究は、これらの炎上特性が消費者の行動意図や企業へ

の態度へ与える影響について、情報処理の流暢性理論と精緻化見込みモデルを

接合する形で理論的仮説を提示し、それを実証的に検証した。上記の炎上特性

は先行研究でその重要性が認識されていながらその効果については一貫した結

論が確認されていなかった。

この問題に対して 4章は合計 7つの消費者調査を実施することで経験的な知

見を提示した。第 1 に、Study1 として、炎上特性が行動意図へ与える直接的

な効果を分析する。ここでは、複数の回答者から複数の炎上シナリオに対する

反応を得る形でデータを収集した。このデータを用いて、異なる行動意図を成

果変数とする複数のパネルデータ分析を実施することで本研究の仮説を検証し

た。Study	 2 群では、消費者が直面する行動文脈を操作する 3 種類の消費者実

験の実施によって、炎上特性と行動文脈との相互作用が企業への態度へ与える

影響を明示的に捉える分析を行った。また、ここではメカニズムチェックとし

て、炎上特性と行動文脈の組み合わせが流暢性を介して態度に影響することを、

平均因果媒介効果 (Imai,	 Keele,	 &	 Yamamoto,	 2010) として明らかにした。

Study	 3 群では 3 つの消費者実験を通じて、Study	 2 の結果を再現することに
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加え、炎上特性と行動文脈との相互作用が認知的情報処理能力により調整され

るか否かについて情報処理意欲をコントロールした上で検証した。

複数の調査・分析の結果、炎上特性の効果は消費者が置かれている行動文脈

（例、購買やソーシャルメディアでのコミュニケーション）と個人の情報処理

能力の程度によって変化することが明らかになった。これによって、炎上の特

性のみによってその後の拡散や不購買といった影響の度合いが規定されるわけ

ではないことを、その理論的根拠とともに示した。また、流暢性に基づく理論

的メカニズムについても平均因果媒介効果 (Imai	et	al.,	2010) を分析するこ

とで明らかにした。4 章は、先行研究にて議論が残されていた問題に対して理

論的な枠組みを提示したという点において、炎上マーケティング研究に対する

理論的貢献を有していると考える。また、本研究は消費者行動における流暢性

理論に対しても貢献を有すると期待する。消費者行動に対する流暢性理論の応

用においては、近年流暢性が態度変容に与える影響の調整要因についての議論

が求められている (Schwarz,	Jalbert,	Noah,	&	Zhang,	2021)。これに対して

ここでは、流暢性理論に個人の認知的な能力や意欲が関与することを論じ、検

証した。

第 5 章では、炎上に対する消費者の倫理的意思決定に着目することで、「な

ぜ炎上したものが売れるのか」という問題に対して回答を試みる。具体的には

消費者の倫理的性質（utilitarianism と formalism）に基づき、「炎上には加

担するが問題となっている企業の製品は買う」という消費者が存在することを

理論的に議論し、実証的な結果を提示する。複数の炎上シナリオを扱ったアン

ケートデータ分析の結果、utilitarianism	 ( 物事の帰結における個人または

社会的な welfare に基づき善悪を判断する傾向 )が高まると、炎上に関する批

判ツイートを投稿、共有意図が高まるものの、当該企業の製品への購買意図も

高まることが示された。

一方で、formalism	 ( 物事の帰結ではなく、倫理的原則を侵すか否かで善悪

を判断する傾向 )については、異なった影響が確認できた、特に、共有、批判

意図に対して負の関係にあることが示された。つまり、炎上に対し倫理的問題

を根拠とした批判を行う個人は、倫理的原理原則が侵害されたことを許せずに

炎上に参加しているというよりも、その個人ないしは社会的 welfare を鑑みて

参加している可能性が示された。また、そのような個人はソーシャルメディア

上での振る舞いに反して当該企業の製品を買いやすくなるとも考えられる。こ

80



のような新たな消費者像を理論的根拠と経験的検証と共に提示したことは、今

後の研究の基盤につながると考えられる。一方で、本研究で取り扱った個人の

倫理的性質の程度は、ソーシャルメディアデータから観察が難しいという限界

も有する。これは、5 章の信頼性や妥当性を損ねるものではないが、今後の研

究では、公開情報（ツイート内容など）と個人の倫理的性質との関係を明らか

にするような研究が期待される。

第6章では、特定の炎上ケースを対象に探索的な定性研究を実施する。6章は、

キリン午後の紅茶による「午後ティー女子」という Twitter 広告に着目し、当

該ケースに関わる実ツイートデータを用いた解釈分析を実施する。分析の結果、

炎上の普及プロセスでは、ユーモアを用いた Twitter ユーザーが存在し、その

ようなユーザーが炎上の普及に関与していることを明らかにした。また、6 章

ではソーシャルメディア上で提示されるパロディのタイプを整理することで、

集合的な消費者行動の背後にある消費者による創造的な解釈戦略について考察

した。この章では、炎上に関する既存研究で主に議論されていた企業への批判

者と擁護者に加えて、ユーモアを用いた炎上参加者という新たな消費者像を提

示した。

本研究は、上記の定性的・定量的研究を通じて既存の炎上に関する研究では

明らかでなかった炎上特性の持つ効果と、2 種の新たな消費者像とその理論的

基盤を提示する。これらの知見は、ソーシャルメディアにおける炎上という現

代的なマーケティング問題における消費者行動に関する新たな知見としての貢

献を有すると期待する。加えて、本研究ではこれらの消費者に関する知見に基

づき、企業対応に向けた実務的含意についても議論する。具体的には、第 2章

から第 6章において上述の各研究内容を論じた後、第 7章において本研究のま

とめとして、実務的含意と今後の研究に向けた展望を論じる。

本研究の実務的含意としては、例えば、(1) 炎上のタイプに応じた企業対応

についての提案、(2) 消費者の認識や反応に関するモニタリングの重要性、(3)

消費者の倫理的性質に基づく炎上に関する新たなセグメンテーション基軸の提

示、(4)「炎上に参加するが批判対象企業の製品は買う」消費者の存在をその

特徴（utilitarianism）と共に示したことなどが挙げられる。

なお、各章は以下の研究者によって担当され、その進捗が成果としてすでに

いくつかの学会にて報告されている。また、各章への貢献の大きさは表記の順

番で示されている。第 2章は田頭拓己が、第 3章は原泰史と松井彩子が担当し
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ている。第 3章の内容は、日本マーケティング・サイエンス学会第 112 回研究

大会（題目「炎上するイベントへのスポンサーシップがブランドに及ぼす影響」、

2022 年 12 月、慶應義塾大学）、日本商業学会第 12 回全国研究報告会（題目「東

京五輪を題材としたイベントの炎上とその波及効果の検討」、2022 年 12 月、

武庫川女子大学）にて報告された。第 4章は一橋大学大学院経営管理研究科教

授福川恭子氏を共同研究者として迎え（諸般の事情によりプロジェクトメン

バーとして追加はしていないが、対外的な研究成果発表の際には共著者に加え

るという合意を得ている）、田頭拓己、松井剛、福川恭子が担当している。また、

本章の進捗に伴う研究成果は日本商業学会関東部会（題目「ソーシャルメディ

アにおける炎上と消費者行動に関する研究」、2023 年 7 月、慶應義塾大学）お

よび第 12 回全国研究報告会（題目「ソーシャルメディアにおける炎上の特徴

が消費者へ与える影響」、2023 年 12 月、武庫川女子大学）にて報告された。

第 5 章は田頭拓己、福川恭子、松井剛、が担当しており、Japan	 Forum	 of	

Business	and	Society	12th	Annual	Conference	2023	（題目「ソーシャルメ

ディア炎上における倫理的意思決定と消費者行動」、2023年9月、慶應義塾大学）

にて研究成果が報告された。第 6章は、一橋大学大学院経営管理研究科博士課

程に在学中の六嶋俊太氏を共同研究者として迎え（諸般の事情によりプロジェ

クトメンバーとして追加はしていないが、対外的な研究成果発表の際には共著

者に加えるという合意を得ている）、松井剛、六嶋俊太、田頭拓己、原泰史が

担 当 し て い る。 な お、 第 6 章 の 内 容 は、2023	 American	 Marketing	

Association	 Winter	 Academic	 Conference（ 題 目“Parody	 and	 Humor	 in	

Collaborative	Brand	Attack:	Consumers’	Interpretive	Strategy	in	Social	

Media	 Discourse”、2023 年 2 月、Nashville）にて報告された。最後に、7 章

は田頭拓己、松井剛によって、報告書全体の調整・編集は研究代表者である田

頭拓己によって担当されている。

炎上は 2010 年代以降に顕在化した新しいマーケティング問題として、現象

の記述および実践的な含意を重視して語られる傾向があった (Pfeffer	 et	

al.,	2013;	Scholz	&	Smith,	2019)。しかしながら、本研究は炎上を新たな消

費者行動を可視化する機会として捉え、消費者の態度・行動意図変容に関する

理論的議論・経験的知見を提示することに焦点を合わせた。今後の研究では、

ソーシャルメディアの台頭による消費者間コミュニケーションの可視化によっ

て、新たなビジネス潮流に基づく理論的検討が蓄積されることが重要であり、
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本研究で提示された新たな理論的枠組や消費者像が、今後のマーケティング・

消費者行動研究の理論的基盤になることを期待している。
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